
令和４年度　　

国民健康保険料率 （案）



（単位:円)

予算額
基盤安定額
（軽減分）

収納率(見込) 保険料需要額

488,668,000 85,039,000 623,594,565

239,653,000 43,445,000 307,715,217

83,102,000 13,091,000円 104,557,609

811,423,000 141,575,000 1,035,867,391

（単位:円)

所得割 均等割 平等割

50% 32% 18%

311,797,283 199,550,261 112,247,022

153,857,609 98,468,870 55,388,739

52,278,804 33,458,435 18,820,370

令和4年度
本算定時(見込)

令和3年度
本算定時

増減

一般 9,568人 10,091人 △523人

退職 0人 0人 0人

全体 9,568人 10,091人 △523人

一般 6,201世帯 6,453世帯 △252世帯

退職 0世帯 0世帯 0世帯

全体 6,201世帯 6,453世帯 △252世帯

一般 3,032人 3,029人 3人

退職 0人 0人 0人

全体 3,032人 3,029人 3人

一般 2,606世帯 2,591世帯 15世帯

退職 0世帯 0世帯 0世帯

全体 2,606世帯 2,591世帯 15世帯

介護分

被保険者数

世帯数

医療分

後期高齢者
支援金分

被保険者数

世帯数

介護分

保　　険　　料　　需　　要　　額

被 保 険 者 数 ・ 世 帯 数

保　　険　　料　　按　　分　　率

医療分

後期高齢者支援金分

介護分

合計

92.0%

条例上

医療分

後期高齢者支援金分
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令和４年度 料率（案）

所得割率 均等割額 平等割額

4.90% 20,900円 19,500円

前年比 △0.20㌽ 400円 △500円

2.60% 10,300円 9,600円

前年比 △0.10㌽ △200円 △400円

2.40% 11,000円 7,300円

前年比 0.20㌽ 0円 100円

令和３年度 料率

所得割率 均等割額 平等割額

5.10% 20,500円 20,000円

2.70% 10,500円 10,000円

2.20% 11,000円 7,200円

標準保険料率

所得割率 均等割額 平等割額

6.35% 26,727円 23,845円

2.42% 9,564円 8,532円

2.48% 11,805円 8,115円

支援分

介護分

介護分

料　　率　　（案）　　比　　較

後期高齢者支援金分

介護分

医療分

医療分

支援分

医療分
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(歳入） （歳出）

3,367,143,000円 保険給付費 3,333,457,000円

基盤安定繰入金（支援分） 73,338,000円 事業費納付金 1,357,932,000円

職員給与費等繰入金 86,933,000円 保健事業費 51,373,000円

出産育児一時金繰入金 11,200,000円 その他歳出 101,836,000円

財政安定化支援事業繰入金 14,114,000円 計（b） 4,844,598,000円

その他繰入金 26,992,000円

260,000,000円

51,880,000円

3,891,600,000円

952,998,000円

医療分 573,707,000円

支援金分 283,098,000円

介護分 96,193,000円

内訳

保険料算定基礎額の求め方

計（a）

県支出金

保険料算定基礎額（b-a）

基金繰入金

その他歳入

一般会計
繰入金
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歳出 歳入

「医療分の算出イメージ」

「収納見込額と需要額の比較」

納付金など支払わなければ
ならない金額

国や県の負担金,繰入金等
保険料以外の収入金額

保険料算定基礎額

952,998,000円 92.0% 1,035,867,391円

所得割の按分率 所得割の最低需要額

4,844,598,000円 3,891,600,000円 952,998,000円

保険料算定基礎額 収納率の見込み 保険料需要額

－ ＝

÷ ＝

1,035,867,391円 ３２／１００ 331,477,565円

平等割の按分率 平等割の最低需要額

５０／１００ 517,933,696円

保険料需要額 均等割の按分率 均等割の最低需要額

× ＝

× ＝

7,006,160,949円 4.90% 343,301,887円

所得割の総額 限度超過額 所得割の収納見込額(ア)

１８／１００ 186,456,130円

加入者の所得総額 所得割の料率 所得割の総額
×

× ＝

＝

9,568人 20,900円 199,971,200円

加入世帯数 平等割の金額 平等割の総額

343,301,887円 30,287,928円 313,013,959円

被保険者数 均等割の金額 均等割の収納見込額(イ)

－

×

＝

＝

120,919,500円 2,286,375円 118,633,125円

6,201世帯 19,500円 120,919,500円

平等割の総額
特定世帯(※)に関する

軽減額
平等割の収納見込額(ウ)

×

－

＝

＝

保険料需要額（医療分）

623,594,565円

保険料需要額（支援金分）

307,715,217円

保険料需要額（介護分）

104,557,609円

保険料需要額（合計）

1,035,867,391円

312,487,468円

保険料収納見込額（介護分）

107,015,771円

保険料収納見込額（合計）

1,051,121,523円

＞

＞

＞

＞

　　　※特定世帯：同一世帯に属する国民健康保険の加入者が、後期高齢者医療制度に該当して
　　　　　　　　　　　移行したために、国民健康保険の加入者が１人になってしまった世帯

保険料収納見込額（医療分）
（ア）+（イ）+（ウ）

631,618,284円

保険料収納見込額（支援金分）

料率の決め方の基本的な仕組み
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令和3年度

給与収入 3,700,000円 医療分 208,590円

給与所得 2,520,000円 支援金分 108,430円

世帯人数 4人 介護分 75,180円 前年比

（介護該当） 2人 合計 392,200円 △ 2,090円

令和3年度

給与収入 3,700,000円 医療分 208,590円

給与所得 2,520,000円 支援金分 108,430円

世帯人数 4人 介護分 0円 前年比

未就学児 2人 合計 317,020円 △ 37,570円

令和3年度

給与収入 2,090,000円 医療分 97,330円

給与所得 1,381,600円 支援金分 50,490円

世帯人数 2人 介護分 35,490円 前年比

（介護該当） 1人 合計 183,310円 △ 1,280円

令和3年度

給与収入 970,000円 医療分 12,150円

給与所得 420,000円 支援金分 6,150円

世帯人数 1人 介護分 5,460円 前年比

（介護該当） 1人 合計 23,760円 △ 180円23,580円

ケース２：４人世帯（夫婦39歳以下、未就学児２人）　妻子は扶養

令和4年度

184,610円

94,840円

0円

279,450円

令和4年度

12,120円

5,970円

5,490円

ケース３：２人世帯（夫婦）　２割軽減該当

ケース４：１人世帯　７割軽減該当

95,660円

48,900円

37,470円

ケース１：４人世帯（夫婦40歳以上、小学生２人）　妻子は扶養

令和4年度

205,510円

105,140円

182,030円

国民健康保険料試算（ケース別）

79,460円

390,110円

令和4年度
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新型コロナウイルス感染症の影響に伴う国民健康保険料の

減免取扱要綱の一部改正について 
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新型コロナウイルス感染症の影響に伴う国民健康保険料の減免取扱要綱新旧対照表 

現 行  改 正 案  

～ 略 ～  ～ 略 ～  

（ 対 象 世帯 ）  （ 対 象 世帯 ）  

第 2条  こ の 要 綱 に よ る 減 免 の 対 象 と な る

世 帯 は 、 次 の い ず れ か に 該 当 す る 世 帯

と す る 。  

第 2条  こ の 要 綱 に よ る 減 免 の 対 象 と な る

世 帯 は 、 次 の い ず れ か に 該 当 す る 世 帯

と す る 。  

(1) （ 略）  (1) （ 略）  

(2) 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の 影 響

に よ り 、 主 た る 生 計 維 持 者 の 当 該 年

（ 減 免 の 対 象 と す る 保 険 料     

の 納 期 が 令 和 3年 3月 3 1日 ま で の も の

は 令 和 2年 、 令 和 3年 4月 1日 以 降 令 和 4

年 3月 3 1日 ま で の も の は 令 和 3年 。 以

下 、 同 じ 。 ） の 事 業 収 入 、 不 動 産 収

入 、 山 林 収 入 又 は 給 与 収 入 （ 以 下

「 事 業 収 入 等 」 と い う 。 ） の 減 少 が

見 込 ま れ る 世 帯 で あ っ て 、 次 に 掲 げ

る も の  

(2) 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の 影 響

に よ り 、 主 た る 生 計 維 持 者 の 当 該 年

（ 減 免 の 対 象 と す る 国 民 健 康 保 険 料

の 納 期 が 令 和 4年 3月 31日 ま で の も の

は 令 和 3年 、 令 和 4年 4月 1日 以 降 令 和 5

年 3月 31日 ま で の も の は 令 和 4年 。 以

下 同 じ 。 ） の 事 業 収 入 、 不 動 産 収

入 、 山 林 収 入 又 は 給 与 収 入 （ 以 下

「 事 業 収 入 等 」 と い う 。 ） の 減 少 が

見 込 ま れ る 世 帯 で あ っ て 、 次 に 掲 げ

る も の  

ア ～ ウ  （ 略 ）  ア ～ ウ  （ 略 ）  

～ 略 ～  ～ 略 ～  

（ 対 象 賦課 年 度）  （ 対 象 賦課 年 度）  

第 4条  減 免 の 対 象 と す る 国 民 健 康 保 険 料

は 、 令 和 2年 2月 1日 か ら 令 和 4年 3月 31日

ま で の 間 に 普 通 徴 収 の 納 期 限 （ 特 別 徴

収 の 場 合 に あ っ て は 特 別 徴 収 対 象 年 金

給 付 の 支 払 日 。 以 下 同 じ 。 ） が 到 来 す

る 令 和 元 年 度 分 か ら 令 和 3年 度 分 ま で の

国 民 健 康 保 険 料 と す る 。 た だ し 、 資 格

喪 失 日 か ら 14日 以 内 に 加 入 手 続 き が 行

わ れ な か っ た こ と に よ り 本 来 令 和 2年 1

月 分 以 前 の 国 民 健 康 保 険 料 の 納 期 限 が

令 和 2年 2月 1日 以 後 に 到 来 す る と き は 、

令 和 2年 1月 分 以 前 の 国 民 健 康 保 険 料 に

つ い て は、 減 免の 対象 と し ない 。  

第 4条  減 免 の 対 象 と す る 国 民 健 康 保 険 料

は 、 令 和 3年 4月 1日 か ら 令 和 5年 3月 31日

ま で の 間 に 普 通 徴 収 の 納 期 限 （ 特 別 徴

収 の 場 合 に あ っ て は 特 別 徴 収 対 象 年 金

給 付 の 支 払 日 。 以 下 同 じ 。 ） が 到 来 す

る 令 和 3年 度 分 及 び 令 和 4年 度 分 ＿ ＿ _の

国 民 健 康 保 険 料 と す る 。 た だ し 、 資 格

喪 失 日 か ら 14日 以 内 に 加 入 手 続 ＿ が 行

わ れ な か っ た こ と に よ り 本 来 令 和 3年 3

月 分 以 前 の 国 民 健 康 保 険 料 の 納 期 限 が

令 和 3年 4月 1日 以 後 に 到 来 す る と き は 、

令 和 3年 3月 分 以 前 の 国 民 健 康 保 険 料 に

つ い て は、 減 免の 対象 と し ない 。  

～ 略 ～  ～ 略 ～  

    附  則  

 こ の 要 綱 は 、 令 和 4年 6月 1日 か ら 施 行

し 、 令 和 3年 度 及 び 令 和 4年 度 の 国 民 健 康

保 険 料 にお い て適 用す る こ とと す る。  

 



202２/５/２６

保健事業について

資料３



令和２年度特定健診受診率

21.8%

25.8%

21.8%

24.4%

32.6%

28.8%

36.6%

27.8%

32.7%

26.1%
24.7%

30.6%30.6%31.1%

34.6%

29.5%28.8%

31.2%

22.1%

38.2%

32.3%

30.0%

34.9%

21.4%

27.8%

35.6%

30.4%

26.9%

32.2%

29.6%

22.5%

36.2%
37.4%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%
第１位



寒川町特定健診受診率

35.2%

33.5%

34.0%

38.2%

31.0%

32.0%

33.0%

34.0%

35.0%

36.0%

37.0%

38.0%

39.0%

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

特定健診受診率



令和２年度受診率向上の理由

・健診自己負担金の変更
１,５００円→５００円

・受診勧奨ハガキの郵送開始
６月と１月の2回発送

令和３年度以降も上記継続
医療機関より受診勧奨チラシ配布
新規国保加入者へ勧奨チラシ配布
LINEによる受診勧奨
令和４年７月号広報掲載



特定保健指導実施率

9.3%

6.0%

15.6%

9.0%

15.8%

11.5%10.7%10.0%9.2%

37.4%36.7%

17.9%

21.0%

18.0%

10.7%
13.2%

5.7%

28.0%28.7%

11.9%11.2%10.4%
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県内自治体令和２年度保健指導実施率



寒川町特定保健指導実施率

11.7%

14.8%

9.7%

11.9%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度



保健指導率について

R1年度は１１月から保健指導を開始したが、４月以降はコロ
ナにより保健指導が全て中止

R2年度向上理由

・医療機関より保健指導勧奨のチラシを配布

・コロナで中止の回もあったが、より丁寧な保健指導を意識
し、脱落を少なくした。

令和３年度以降も上記継続
令和４年７月号特集記事の広報掲載
２月追加健診の保健指導者への手紙の見直し
コロナで中止の回の内容を手紙にて案内し、継
続意識の向上を目指した



特定健康診査 眼底検査 特定保健指導
高血圧重症化予防

保健指導
受診勧奨 かながわ糖尿病

未病改善モデル事業

実施期間
6/１３(月)～ 8/31(水)
追加2/1(水)～2/28(火)

6/13(月)～ 10/31(月)

追加2/1(水)～3/31(金)
11月から 6月から 9月から ７月から

対 象
40歳～74歳の国保加入者

(S22.9.1～S58.4.1生まれ)

積極的支援及び

動機づけ支援該当者

令和3年度の健診結果で

町が定める基準値以上

の者

令和４年度特定健診の

結果、血圧と血糖値に

おいて、受診が必要と

考えられる者

令和2年度特定健診及

び医療機関未受診であ

り、過去４年間で特定健

診において糖尿病基準

に該当または糖尿病レ

セプトと判定された者

内 容

基本的項目(問診、身体・血圧測定、血液検査、

尿検査)詳細項目(心電図、眼底、貧血、腎機能

検査)追加項目(尿酸)

生活習慣病発症予防の

ための生活指導

・放置、治療中断者に対

し、受診勧奨を行う

・検査数値が重症化基準

以上の場合において

生活指導を行う

対象者へ受診勧奨

及び保健指導

対象者へ受診勧奨

及び保健指導

自己負担金 500円 (住民税非課税世帯は無料) 無 料

健診票の提出
10/31（月）

※追加3/10（金）

11/30（水）

※追加4/７（金）

受診券発送

利用勧奨

6月初旬に対象者へ受診券、

健診票を発送予定

保健師、管理栄養士が

利用勧奨を行い、希望者に実施する

◆令和４年度国民健康及び後期高齢者医療保険加入者を対象とした保健事業の概要
(新型コロナウィルス感染症の状況により変更する場合があります。)


